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研究成果の概要： 
 本研究は，森林の齢級構成と成長量に基づいた伐採計画を立案し，将来の生産量を推定する

ことにより，森林バイオマスの長期的な利用計画手法を構築した。モデル地域を設定し，地域

の森林資源の分布状況や地形傾斜，林道・一般道の配置を地理情報システム（GIS）を用いて

整理することで，地域の実状を反映した検討を行った。また，収穫・輸送システムで稼動する

機械の重量，燃料消費料等のデータをもとに，二酸化炭素排出量（CO2）の算出モデルを作成

し，既存の化石資源を燃料とするプラントを森林バイオマスで代替した場合の，地域における

CO2排出量の削減効果を算定する手法を構築した。 
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１．研究開始当初の背景 
 2005 年 2月の京都議定書発効により，わが
国には，第一約束期間（2008 年～2012 年）
の温室効果ガス平均排出量について，基準年
比で 6％の削減が義務づけられた。このこと
は，再生可能かつカーボン・ニュートラルで
ある「エネルギー源としての生物資源」の総
称としての「バイオマス」の利用の，大きな
推進力となると考えられる。一方，2002 年
12 月に閣議決定された「バイオマス・ニッポ

ン総合戦略」では，域内に賦存する廃棄物系
バイオマスの 90%以上，または未利用バイオ
マスの 40%以上の総合的な利活用を進める
「バイオマスタウン構想」が掲げられた。構
想では，2022 年までに，全国の市町村を単位
とした「バイオマスタウン」500 箇所の実現
が目標とされている。 
 わが国の林業は長い間不振が続いている
が，なかには機械化が進まず木材生産のコス
トダウンを図れない地域も少なくない。一方，

 



 

このような林業を基盤とするいわゆる中山
間地域では，近年，森林バイオマスのエネル
ギー利用が注目を集めている。これは地域振
興，そして間伐の遅れた人工林の手入れによ
る森林の公益的機能の維持に寄与すること
が期待されているためと考えられる。実際に
地域で森林バイオマスをエネルギーとして
利用するためには，どの程度の資源量がどの
程度のコストで調達できるかを把握するこ
とが重要である。わが国では，木質バイオマ
スの供給曲線を作成した事例があるものの，
これは現時点での発生量を推定したものに
すぎない。エネルギープラントのような社会
インフラの稼動のためには，燃料の長期間，
安定的な供給が必須である。森林施業の計画
期間に応じて木材と森林バイオマスの生産
量を安定させる「平準化」のプロセスを経た
うえで，森林バイオマスの資源量と収穫・輸
送コストの関係の分析を行い，その結果をも
とに利用可能量を検討する方法が有効であ
る。 
 
２．研究の目的 
 わが国の林業を基盤とするいわゆる中山
間地域では，近年，森林バイオマスのエネル
ギー利用が注目を集めている。エネルギープ
ラントのような社会インフラの稼動のため
には，燃料の長期間，安定的な供給が必須で
あり，このとき，森林施業の計画期間に応じ
て木材と森林バイオマスの生産量を安定さ
せる「平準化」のプロセスを経たうえで，森
林バイオマスの資源量と収穫・輸送コストの
関係の分析を行い，その結果をもとに利用可
能量を検討する方法が有効である。 
 そこで本研究は，森林の齢級構成と成長量
に基づいた伐採計画を立案し，将来の生産量
を推定することにより，森林バイオマスの長
期的な利用計画手法を構築する。モデル地域
を設定し，地域の森林資源の分布状況や地形
傾斜，林道・一般道の配置を地理情報システ
ム（GIS）を用いて整理することで，地域の
実状を反映した検討を行うことを目指す。ま
た，収穫・輸送システムで稼動する機械の重
量，燃料消費料等のデータをもとに，二酸化
炭素排出量（CO2）の算出モデルを作成し，
既存の化石資源を燃料とするプラントを森
林バイオマスで代替した場合の，地域におけ
るCO2排出量の削減効果を算定する手法を構
築する。 
 
３．研究の方法 
(1) 平成 18 年度 
 本研究課題の初年度には，GIS を用いた基
礎データの整備を行う。具体的には，①木材
と森林バイオマスの資源量の算出，②森林の
地理的な条件の算出，③森林バイオマスの収
穫・輸送システムとコスト計算式の構築およ

び収穫・輸送コストの算出である。 
 ①については，モデル地域における森林の
区分である「小班」の形状と位置について，
モデル地域の位置する県が作成したベクタ
データを GIS に取り込む。その際，森林資源
の分布状況に関するデータとして，県が作成
した森林簿と森林資源現況表を併せて取り
込む。この作業の後，GIS 上の森林簿データ
に記載された各小班の「蓄積」の項目に係数
を乗じることで，木材と森林バイオマス資源
量を算出する。 
 ②については，木材と森林バイオマスの収
穫・輸送基盤となる林道・一般道と，等高線
に関するデータを GIS に入力したあと，GIS
ソフトウェアの機能を活用して，小班ごとに
林道までの集材距離，エネルギープラントま
での輸送距離，地形傾斜を算出する。 
 ③については，②で算出された地理的条件
をもとに，小班ごとに収穫・輸送システムを
決定する。一方でその地理的条件，つまり地
形傾斜，集材距離，輸送距離を変数とするコ
スト計算式を作成する。この計算式を各小班
の地理的条件に適用し，収穫・輸送コストを
算出する。  
 以上の作業により，GIS 上でのデータの一
元的な管理を可能とすることを目標とする。 
 なお，本研究課題で新たに必要の生じた資
料・データは県への申請により入手する。ま
た，収穫・輸送システムの構築およびコスト
計算式の作成の際，申請者の手元にないデー
タについては，林業の作業現場で調査を行う
ことにより補完する。 
(2) 平成 19 年度 
 本研究の 2 年目には，計画期間の木材と森
林バイオマスの生産量を平準化する手法を
構築する。ここでは，プログラミングソフト
を用いたシミュレーションが中心となる。ま
ず，モデル地域の林分収穫表にリチャード成
長曲線を適用することで，各小班の毎年の成
長量を再現できるようにする。各年の成長量
が再現可能となったことで，本研究の初年度
に作成した計算式より，各小班の伐採が決ま
った時点における，木材と森林バイオマスの
生産量および収穫・輸送コストを算出するこ
とが可能となる。以上の手続きのうえで，ラ
ンダムサーチを用いた平準化手法を構築す
る。この手法は，木材と森林バイオマスの生
産量を，設定した水準で毎年確保しながら，
計画期間を通じた平均収穫・輸送コストが
小となるように，小班の伐採時期を決定する
ものである（コストについては，利子率を考
慮して現時点でのコストに換算する）。設定
した森林バイオマスの生産量と，算出された
収穫・輸送コストを用いれば，計画期間に対
応した長期的な森林バイオマスの供給曲線
が作成できる。これをもとに，モデル地域に
おける森林バイオマスのエネルギー利用の

 



 

可能性を議論する。 
 一方，CO2排出量削減効果の算定手法の構
築については，まず森林バイオマスの収穫・
輸送システムにおける二酸化炭素排出量の
計算式を，システムで使用される機械別に作
成する。林業機械の燃料消費量データのうち
現時点で不足しているものについては，現地
調査やメーカーへの聞き取りで補う。またモ
デル地域のエネルギー消費構造を調査し，
適なバイオマス代替シナリオを考案するこ
とが理想ではあるが，まずは地域の消費電力
の構成を調査し，電力消費に伴うCO2排出量
を算出する。次に毎年の資源量に小班で採用
される収穫・輸送システム別の計算式を適用
することで，バイオマス発電によるCO2排出
原単位を算出する。 後に，地域の発電シス
テムを森林バイオマスで代替した場合の，毎
年のCO2排出量削減効果を提示する。 
(3) 平成 20 年度 
 前年度構築したランダムサーチを用いた
平準化手法は，木材と森林バイオマスの生産
量を，設定した水準で毎年確保しながら，計
画期間を通じた平均収穫・輸送コストが 小
となるように，小班の伐採時期を決定するも
のである。今年度はこの手法をもとに，数段
階に設定した森林バイオマスの生産量と，初
年度に作成した収穫・輸送コストの計算式を
用い，計画期間に対応した長期的な森林バイ
オマスの供給曲線（資源量とコストの関係を
表したグラフ）を作成する。そして，段階別
に作成されたバイオマス供給曲線をもとに，
モデル地域における森林バイオマス資源の
エネルギー利用の可能性を経済面から議論
する。 
 また，これも昨年度に作成した森林バイオ
マス資源収穫・輸送システム別のCO2排出量
の計算式を，毎年生産される森林バイオマス
資源量に小班単位で適用することにより，バ
イオマス発電のCO2排出原単位（発電量 1 
kWhあたりのCO2排出量）を算出する。 後
にモデル地域の電力消費に伴うCO2排出量の
計算結果をもとに，地域の発電システムを森
林バイオマス資源で代替した場合の，毎年の
CO2排出量削減効果を提示する。 
 
４．研究成果 
(1) 平成 18 年度 
 まず，モデル地域における森林の区分であ
る「小班」の形状と位置について，モデル地
域の位置する県が作成したベクタデータと，
森林資源の分布状況に関するデータとして，
県が作成した森林簿と森林資源現況表をGIS
に取り込む作業を行った。この作業の後，GIS
上の森林簿データに記載された各小班の「蓄
積」の項目に係数を乗じることで，木材と森
林バイオマス資源量を算出した。  
 森林の地理的な条件については，木材と森

林バイオマスの輸送基盤となる林道・一般道
と等高線に関するデータを GIS に入力した
後，GIS ソフトウェアの機能を活用して，小
班ごとに林道までの集材距離，エネルギープ
ラントまでの輸送距離，地形傾斜を算出した。  
 森林バイオマスの収穫・輸送・粉砕システ
ムについては，上記により求めた地理的条件
をもとに，小班ごとにシステムを決定した。
一方でその地理的条件，つまり地形傾斜，集
材距離，輸送距離を変数とするコスト計算式
を作成し，この計算式を各小班の地理的条件
に適用することで，収穫・輸送・粉砕コスト
を算出した。 
(2) 平成 19 年度 
 計画期間の木材と森林バイオマスの生産
量を平準化する手法を構築した。まず，モデ
ル地域の林分収穫表にリチャード成長曲線
を適用することで，各小班の毎年の成長量を
再現できるようにした。各年の成長量が再現
可能となったことで，初年度に作成した計算
式より，各小班の伐採が決まった時点におけ
る，木材と森林バイオマスの生産量および収
穫・輸送コストを算出することが可能となっ
た。以上をふまえ，ランダムサーチを用いた
平準化手法を構築した。この手法は，木材と
森林バイオマスの生産量を，設定した水準で
毎年確保しながら，計画期間を通じた平均収
穫・輸送コストが 小となるように，小班の
伐採時期を決定するものである。この手法に
より，設定した森林バイオマスの生産量と，
算出された収穫・輸送コストを用いれば，計
画期間に対応した長期的な森林バイオマス
の供給曲線の作成が可能となる。今後はこれ
をもとに，モデル地域における森林バイオマ
スのエネルギー利用の可能性を議論する。 
 一方，CO2排出量削減効果の算定手法の構
築については，まず森林バイオマスの収穫・
輸送システムにおけるCO2排出量の計算式を，
システムで使用される機械別に作成した。林
業機械の燃料消費量データのうち現時点で
不足しているものについては，現地調査やメ
ーカーへの聞き取りで補った。またモデル地
域のエネルギー消費構造を調査し， 適なバ
イオマス代替シナリオを考案することが理
想ではあるが，まずは地域の消費電力の構成
を調査し，電力消費に伴うCO2排出量を算出
した。 
(3) 平成 20 年度 
 ランダムサーチを用いた平準化手法をも
とに，数段階に設定した森林バイオマスの生
産量と，収穫・輸送コストの計算式を用い，
計画期間に対応した長期的な森林バイオマ
スの供給曲線（資源量とコストの関係を表し
たグラフ）を作成した。そして，段階別に作
成されたバイオマス供給曲線をもとに，モデ
ル地域における森林バイオマス資源のエネ
ルギー利用の可能性を経済面から議論した。 

 



 

 また，森林バイオマス資源収穫・輸送シス
テム別のCO2排出量の計算式を，毎年生産さ
れる森林バイオマス資源量に小班単位で適
用することにより，バイオマス発電のCO2排
出原単位（発電量 1 kWhあたりのCO2排出
量）を算出した。 後にモデル地域の電力消
費に伴うCO2排出量の計算結果をもとに，地
域の発電システムを森林バイオマス資源で
代替した場合の，毎年のCO2排出量削減効果
を提示した。 
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